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解禁日ご協力のお願い
ニュースのワイヤー送信やウェブサイト掲載を始めとするメディア使用の解禁日：

日本時間 2003年4月14日（月）午前3時（新聞は同日朝刊から解禁）

米国東部標準時間 2003年4月13日（日）午後2時

貿易、援助、人への投資という分野で強固な行動を起せば、

グローバルな貧困削減目標は達成可能

ミレニアム開発目標の達成の進捗状況を調査した｢世界開発指標2003｣によると、アフリカが遅れをとっていることが明らかに

ワシントン、2003年4月13日－世界銀行は、世界銀行・国際通貨基金スプリング・ミーティングで、世界銀行の年刊報告書である｢世界開発指標2003｣を発表した。同報告書によると、グローバルな貧困は2015年までに半減することができるが、その達成のためには、先進国による貿易障壁の削減並びに対外援助の増額、そして途上国による教育や保健へのさらなる投資が必要であるとしている。

もし世界の経済成長が現在の水準で伸びるならば、2015年のグローバルな貧困レベルは1990年レベルの半分にまで削減され、3億6000万人強が貧困という圧迫された状況から抜け出すことができるであろうと｢世界開発指標2003｣は報告している。しかし、アジア地域における急速な成長や東欧諸国での改革の促進といった成長の原動力をもってしても、アフリカや中東地域の圧倒的な貧困の削減に貢献することは難しいであろう。アフリカでは貧困層の人口が1999年の3億1500万人から2015年には4億400万人に増加すると見込まれており、中東でも貧困層の人口が増加している。

今回発表された報告書は、大量で詳細なデータを国際的及び各国の統計機関から収集しており、各途上国によるミレニアム開発目標（MDGｓ）達成の進捗状況を調査している。2000年に国際社会によって採択されたMDGｓは、2015年までに絶対貧困層を半減し、教育、ジェンダーの平等、保健・衛生等の分野に投資を促進し、飢餓の撲滅や環境資源破壊を阻止することを目的としている。

｢多くの途上国は近年、より急速な成長を遂げ、経済管理の改善にも積極的に取り組んでいます。しかし、成長だけでは2015年までに貧困を半減するという目標を達成することはできません。途上国は、貧しい人々を中心とした全ての人々に対し、教育や保健医療へのアクセスを確保し、機会の創出、生産性の向上、及び人々の生活への投資促進のために健全な投資環境の整備に努めなければなりません。しかし、途上国がこのような改革を進めるためには、先進国は途上国の潜在的な輸出拡大や経済成長の妨げとなっている貿易障壁を削減しなければなりません。私達は、先進国が対外援助のコミットメントを遂行し、カンクーンで開催されるWTO会議の場で農業を中心とした貿易問題に関するアクションを取ることを期待しています｣と、ニコラス・スターン世界銀行チーフ・エコノミスト兼開発経済担当上級副総裁は述べた。

｢世界開発指標2003｣は、先進国と途上国間に見られる生活の質の多大な差を指摘している。先進国では、5歳未満の乳幼児死亡率は1000人中7人という割合であるが、最貧困国ではこの割合が1000人中121人に増加する。先進国の妊産婦死亡率は10万人中14人であるのに対し、貧しい国々では10万人中1000人という割合に達する。また初等教育レベルにおいて、先進国では全ての女子が就学しているのに対し、61％の女子しか初等教育を終えることができない南アジアのように遅れをとっている地域が見られる。

本報告書は、一日一ドル未満の生活を送る人々の数が、1990年の13億人から1999年には11億6千万人と90年代に急速に減少したと報告している。しかしこのような減少傾向の多くは中国とインドで見られたものである。貧しい人々の数は、東欧及び中央アジア地域では600万人から2400万人に、ラテン・アメリカ地域では4800万人から5700万人に、中東及び北アフリカ地域では500万人から600万人に、アフリカ地域では2億4100万人から3億1500万人に増加した。

｢世界開発指標2003｣は2015年までを見据え、このまま経済成長が持続すれば、サハラ以南のアフリカ、中東、及び北アフリカを除く全ての地域で絶対貧困層の人口が減少するであろうとしている。サハラ以南のアフリカ、中東、及び北アフリカで予測されている成長値では増加する貧困層を減少傾向に持っていくには不十分であると報告している。（下表参照）

	進展はあるものの、未だに何百万人もの人々が絶対貧困に苦しんでいる

一日一ドル未満で生活をしている人々の数（単位：百万）



	途上国グループ
	1990
	1999
	2015

	東アジア・太平洋地域
	486
	279
	80

	（中国を除く）
	110
	57
	7

	ヨーロッパ・中央アジア地域
	6
	24
	7

	ラテン・アメリカ及びカリブ海地域
	48
	57
	47

	中東・北アフリカ地域
	5
	6
	8

	南アジア地域
	506
	488
	264

	サハラ以南アフリカ地域
	241
	315
	404

	合計
	1,292
	1,169
	809

	中国を除いた合計
	917
	945
	735


貿易障壁

｢世界開発指標2003｣は、もし先進国が貿易障壁を削減するなら、それによって途上国の年間成長率がさらに0.5%押し上げられることとなり、2015年までにさらに3億人の人々が貧困から脱却できるであろうと報告している。

｢途上国からの輸出産品に市場を開放することで、貿易が成長を促進する原動力となり得ます。貧しい国々は農産物やテキスタイルなど比較優位性の高い産品を輸出する際、先進国による大きな障壁に直面しているのです｣と、スターンは述べている。

またスターンは、途上国側も自国の貿易障壁を軽減することでより多くの利益を得ることができると喚起している。世界の貿易システムに統合された国々は平均してより堅調な成長を遂げている。過去10年間で、貿易を拡大した国々は、そうでない国々と比べ3倍の速度で成長を遂げた。

1990－2000年にかけて年8％であった世界貿易の成長率は、2001年には1.2%に留まった。世界貿易（輸出入）の75％以上を占めている高所得国の貿易成長率は、2001年の成長率が0.3%であったように、大きな減速傾向にある。しかし、低所得国の貿易成長率は6.4%と1990－2000年の平均値に比べ2倍の割合で成長した。

サービス分野の貿易に急速な成長は見られたが、やはり一次産品や製造業製品など商品貿易が引き続き堅調であった。非石油一次産品の貿易量は増加したが、交易条件の続落により収益は減少した。特にサハラ以南のアフリカはこの影響を大きく受けた。

貿易が途上国の経済見通しを引き上げるのはもちろんであるが、対外援助も途上国が自国の人々に投資する際の資金源を提供する手段である。昨年、対外援助を増額するというコミットメントを先進国が遂行するという確かな兆しが見られた。しかし、スターン世界銀行チーフ・エコノミスト兼上級副総裁は、先進国に対し、最後まで実行するよう呼びかけている。

｢合意とコミットメントだけではミレニアム開発目標を達成することはできません。さらなる行動を取ることが必要です。そしてさらなる資金も必要です。MDGs達成のためには、途上国側の資金に加えて、先進国から少なくとも年間500億ドルの資金が必要です。途上国は政策やガバナンスの改善に取り組んできました。先進国も対外援助を増額してきました。その結果、援助は今後も引き続き有効であるということは明らかです。｣

保健及び教育への投資

貿易の促進によって貧しい国々は貧困から脱却する道筋をつかむことができるが、保健と教育サービスを充実させることで貧しい人々はグローバルな市場でチャンスを生かす手段を手に入れることができる。

実際、識字率の向上と保健・栄養の促進が最貧困層にとって不可欠であると考えられており、貧しい人々もその重要性を深く認識している。しかし多くの国々では、保健・教育分野に対する政府の支出が依然として低いままである。2000年の低所得国における保健分野での公的支出の平均はGDPの1％であり、高所得国の6％と比較すると低い。

｢先進国で人口の高齢化が進み、労働人口が縮小していく中で、途上国にとっては、雇用を創出し、増加する労働人口の生産性を向上させるという好機です。しかしこの好機を生かすためには、保健、教育、栄養、及び人々に対する投資が必要です。最も貧しい国々には、彼等の保健及び教育システムのキャパシティや効果を向上させるための支援が必要となるでしょう｣と、エリック・スワンソン世界銀行開発データ・グループ担当プログラム・マネージャーは述べている。

保健支出

本報告書では、先進国による2000年の総保健支出(官民)は対GDP比で10％であったが、途上国では4％をわずかに超えたくらいであったことが明らかになった。また、先進国の一人当たり保健医療支出が2700ドルであったのに対し、アフリカ諸国では29ドルであり、中には6ドルという国もあった。アメリカ合衆国の総保健医療費は1兆3000億ドルまたは対GDP比13％で、世界全体の保健支出の43％を占めた。低所得国の保健医療費は450億ドルであった。

一方、民間保健支出は、先進国よりも途上国において大きな割合を占めている。貧しい国々では、保健支出の73％が民間資金で賄われているが、先進国ではその割合が38％である。保健支出の56％が民間で賄われているアメリカ合衆国は先進国の中でも異例だ。一方、EUでは民間保健支出は25％である。

	世界の保健支出2000

	
	一人当たり保健支出（経常ドル）
	対GDP比（トータル）

	世界
	482
	9.3

	東アジア・大洋州地域
	44
	4.7

	ヨーロッパ・中央アジア地域
	108
	5.5

	ラテン・アメリカ及びカリブ海地域
	262
	7.0

	中東・北アフリカ地域
	171
	4.6

	南アジア地域
	21
	4.7

	サハラ以南のアフリカ地域
	29
	6.0

	高所得国
	2,736
	10.2

	アメリカ合衆国
	4,499
	13.0

	EU
	1,924
	9.1


教育支出

途上国の保健支出が非常に不足しているが、教育支出も先進国と比較して規模が小さい。グローバルな公的教育支出は年間1兆5400億ドルに昇ったが、その85％は先進国での支出であった。

先進国の一人当たりの平均教育支出は、途上国の28倍であった。公的教育支出の対GDPシェアは、先進国（5.3%）が途上国（4.1%）を若干上回ったが、先進国と途上国ではGDPの規模が全く違うため、支出の総計には大きな差が生じる。低所得国は、公的教育予算の多くを初等教育に均等に割り当てている。

このように保健及び教育支出に不足が見られるのと同時に、2001年の世界的な軍事支出が世界経済全体の2.3%あるいは年間8千億ドルを超えると予測されている。人的に換算すると世界の軍事支出は一人当たり137ドルとなる。この予測は既に採択された防衛費を基にしているが、9月11日の同時多発テロやそれ以降の対テロに向けた戦争のための補正予算を考慮した場合、軍事支出が上方修正される可能性は大きい。

	教育支出2000
	GDPシェア

（総計 ％）
	生徒一人当たりの初等教育関連支出

（ドル）

	世界
	5.3
	629

	東アジア・大洋州地域
	3.9
	127

	ヨーロッパ・中央アジア地域
	4.4
	292

	ラテン・アメリカ及びカリブ海地域
	4.4
	403

	中東・北アフリカ地域
	4.8
	264

	南アジア地域
	2.9
	38

	サハラ以南のアフリカ地域
	3.4
	48

	高所得国
	5.5
	4,088

	アメリカ合衆国
	5.1
	5,093

	EU
	4.9
	


投資環境

｢世界開発指標2003｣は、雇用を創出し、経済成長を促すような健全な投資環境の整備に各国が取り組まなければならないと指摘している。

健全なマクロ経済管理、市場の開放を促進するような貿易と投資政策、そして良質なインフラやサービスは全て必要不可欠である。また各国は、土地所有権の保護、融資へのアクセスの促進、及びサービス効率の向上（税金、税関、司法等）を通して企業の業務を支援するような法律・規制のシステムを構築し、ビジネス環境を整備しなければならない。

ある国のビジネス環境を決定する要因の一つに、新規参入企業に対する規制が挙げられる。新規参入企業に課される障壁は国によって非常に異なる。例えばモザンビークでは、同国で新たにビジネスを展開したいと願う起業家は、16の手続きを踏まなければならず、それを終えるまでに平均214日を要し、同国の一人当たり国民総所得（GNI）の74％近くの費用がかかるのである。イタリアには13の手続きがあり、手続きに平均62日間を要し、一人当たりGNIの23％の費用を払わなければならない。しかしカナダには手続きが2つしかなく、要する日数は2日間であり、費用は一人当たりGNIの1％となっている。

｢良い投資環境を創出する条件はシンプルです：経済成長には、人々、アイデア、及び資金が生産的かつ効果的に機能する環境が必要です。小規模な企業や農家が脆弱な投資環境の一番の被害者です。各国はまず国内の起業家のために投資環境を改善することに注視するべきです。なぜなら投資の90％は国内の資金によって支えられているからです。しかし投資環境が改善されれば、海外の投資家を呼び込むことも出来ます。新技術や管理能力の導入、そして市場へのアクセスにつながる海外投資をより多く受けている国々が、より早い成長と貧困削減を実現しているのです｣と、スターンは述べている。
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